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総務環境委員会は流会
6月12日の総務環境委員会を皮切りに2012年度の行政

評価の結果と事業仕分けについて説明があり、6月18日

までに全委員会で説明が行われる予定です。

ただし、総務環境委員会では、説明に入る前に湯川

委員長（減税日本）の「地域委員会勧誘チラシ」が問

題となって紛糾し、説明に入れず、流会となりました。

167事業の内部評価から15事業を選定
内部評価は、名古屋市の事業2236事業のうち、法で

義務付けられた業務や庁舎の維持管理、庶務などを除

いた1614事業と企業局の56事業の中から、5000万円以

上で昨年の評価の対象外だった162事業と、必要性があ

る３事業、企業局の２事業、合わせて167事業で行われ

ました。昨年度と今年度の内部評価事業の中から昨年

の仕分け事業を除き、市長が必要と判断した15事業が

外部評価（仕分け）の対象に選定されました。

昨年の仕分けでは市民サービス狙い撃ち
財政福祉委員会ではシルバー人材センターや老人ク

ラブ（内部評価）への補助金について、「昨年の仕分

けでも敬老パスや高年大学、松ヶ島などが取り上げら

れ、高齢者の生きがいづくりが課題となっている時に

なぜ同じ趣旨の課題を持ち出すのか」などの厳しい指

摘も出され、土木交通員会でも「ポンプ場はいざと糸

機のために必要で、内部評価でうろたえず、きちんと

説明すればいい」という意見も出されました。

内部評価への意見を
委員会での説明後、ホームページにも公開され内部

評価についての意見募集も始まります。

2012年度の事業仕分けは15事業
民間委託や経費削減ばかりが論点でいいのか

2012年度 外部評価対象事業の概要 (単位:千円)

No 事業名
2012年度
予算

主な視点・論点

1

広報なごや、テレ
ビ広報、新聞等広
告、ラジオ広報

305,383
広報媒体の連携を深め効果的な事業
執行のあり方を検討・整理する

2
公式ウェブサイト
の管理運営

21,634

3

子ども・子育て支
援センター（ナディ
アパーク・758キッ
ズステーション）

55,614

相談業務や講座は「地域子育て支援
センター」へ、子育て支援ネットワー
ク機能等は市役所へ機能を移行し、
センターのあり方そのものを検討

4

なごや教師養成塾
（教育研究調査事
業）

17,454

採用試験の前に受験予定者の一部の
養成を行うより、採用予定者全体に
対して一人ひとりの技量を高めるよ
うな手法にシフトする

5 環境学習センター 33,279 両施設の機能統合にむけ、各事業の
必要性を精査し、科学館など他の施
設との連携による事業展開などを、
民間活力の積極的な導入で効率化を
検討

6
リサイクル推進セ
ンター

74,858

7 鳴海プール（緑区） 64,439
緑スポーツセンター（温水プール）
と施設が重複。民営化を

8
シルバー人材セン
ター事業への補助

227,796
団体の自主財源を確保して市の補助
を縮減、行政の関与の必要性を検討

9 衛生研究所 101,108
検査業務の民間委託化で組織体制を
簡素化・効率化。調査研究業務は研
究の成果を分かりやすく説明する

10 ポンプ所維持 467,528
仕事量に繁閑があるので、他の仕事
も行うなどの検討をする

11
市民ギャ ラリー
（ギャラリー矢田）

31,890 美術作品等の展示を行っているが、
利用率の低い。展示スペースは、役
割の整理や他の用途での活用などを12

市政資料館（展示
室）

110,767

13 工業研究所 341,772
４政令市にしかない。そもそもの必
要性の検討と、民間委託で必要最小
限の体制を

14 公園維持管理 3,031,945
行政、民間委託、地域にお願いする
部分を整理・見直し、更に経費を削
減する

15
市営路外 駐車場
（大須駐車場）

83,115

指定管理を導入したが平成20年度・
21年度と赤字、民間移管（売却）を。
市有地なので、駐車場以外への利用
を検討

市政懇談会
・6月14日(木) 午後６時半～
・名古屋都市センター 14階

特別会議室

★６月定例会が６月１９日から始まります。

７月27日・28日・29日には2012年度

の事業仕分けが行われます。

ぜひご意見をお寄せ下さい

財政福祉委員会など全委員会で説明（6月12日～18日）

2012年度外部評価の概要
・7月27日（金）28日（土）29日（日）
・市役所 本庁舎5階正庁・東庁舎5階大会議室
・15事業。各2時間。2班体制。1日2～3件
・説明20分質疑・論点整理90分、評価10分の予定
・1班は1人のコーディネーター、4～5人の有識者

の議論と20人の無作為抽出の市民判定員で構成
・廃止・撤退、民営化、見直し、継続で判定
・現地の見学も実施


